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福井県における犯罪被害者等施策について

平成１９年５月２９日

福井県安全環境部県民安全課



１ 犯罪被害者等に係る本県の状況

（１）主な身体的被害に係る事件・事故の状況（県警察調べ）

被害種別
平成１７年

（１月～１２月）

平成１８年

（１月～１２月）
増減

殺人（未遂を含む） ３件 ８件 ＋５件

強盗致傷 ４件 ７件 ＋３件

性犯罪（強姦、強制わいせつ） ４１件 ２６件 △１５件

障害（全治１ヶ月以上） ３件 ９件 ＋６件

ひき逃げ ２２件 ２３件 ＋１件

交通死亡事故 ７２件 ５９件 △１３件

計 １４５件 １３２件 △１３件

刑法犯認知件数 ８，３２４件 ７，４２２件 △９０２件

女性が被害者となった犯罪認知件数

子どもに対する声かけ事案

７０件 ７４件 ＋４件

１５０件 １８０件 ＋３０件

参

考
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（２）警察および県の相談機関に対する被害者相談件数（生活安全課調べ）

① 被害累計別相談実績

平成１７年度 平成１８年度（暫定）

概数 うち深刻な事案 概数 うち深刻な事案

性犯罪 １６件 １２件 １３件 １１件

傷害・暴行等 ３７件 ２件 ７６件 ６件

配偶者等からの暴力 ４８０件 １０６件 ７２３件 １６８件

ストーカー １９９件 ９１件 １９９件 ８６件

児童虐待等 ３９２件 ３３件 ３４３件 ４１件

交通事故その他 ４７０件 １３件 ４７８件 ４件

計 １，５９４件 ２５７件 １，８３２件 ３１６件

被 害 種 別

※「深刻な事案」とは、刑法犯認知に至った事案、ＤＶ防止法・児童虐待防止法等に規定する一時保護や児童相談所へ
の送致が行われた事案、交通事故のうち死亡事故やひき逃げなど悪質な事案に対する相談を指す。

② 相談内容別実績

７７１件７９６件その他

３６件２９件住居関係

１，８３２件１，５９４件計

１９件１９件捜査等の情報提供

４１９件４１３件経済的支援（交通事故における損害賠償に関する相談を含む）

９件５件雇用関係

２８９件２００件一時保護、再被害の危険回避

２４７件９６件精神的被害の回復

４２件３６件身体的被害の回復

平成１８年度（暫
定）

平成１７年度相 談 内 容
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２ 主な経緯

Ｈ１８．３．２ 県議会の一般質問において、知事が「安全環境部内に知事部局としての

対応窓口を設置する」旨答弁

Ｈ１８．３．２３ 都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策主管課室長会議

Ｈ１８．４．１ 安全環境部生活安全課（現県民安全課）が対応窓口となり、担当職員を配置

Ｈ１８．５．１８ 第１回犯罪被害者等支援関係課（室）連絡会議を開催

Ｈ１８．６．１ 「犯罪被害者等総合相談窓口」を開設

Ｈ１８．１０．４ 第２回犯罪被害者等支援関係課（室）連絡会議を開催

Ｈ１８．１０．２３ 福井県犯罪被害者等支援連絡協議会を開催（警察と共同で協議会を運営）

Ｈ１８．１１ 「犯罪被害者週間」に係る啓発事業の実施

Ｈ１９．１．２９ 市町犯罪被害者等支援担当課長会議を開催

Ｈ１９．２．２３ 福井県犯罪被害者等支援連絡協議会 第１回実務担当者会議を開催
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３ 平成１８年度の犯罪被害者等支援に向けた取組み

・平成１８年１１月、県内全市町の安全安心まちづくり担当課を訪問し、市町における総合的対応窓口の

設置検討を要請

・平成１８年１１月２９日、県内市町長あてに対応窓口の設置を文書で依頼

・平成１９年１月、「市町犯罪被害者等支援担当課長会議」を開催し、今後市町で特に取組みをお願いした

い事項等について説明 （別紙）

⇒平成１９年４月 全１７市町で担当課を決定

・平成１８年５月、県知事部局、教育庁および警察本部の関係１１課・室で構成する「犯罪被害者等支援

関係課（室）連絡会議」を設置し、これまでに２回開催

・関係部局の被害者支援関連施策の取りまとめを行うとともに、今後の取組みの強化を依頼

・国、県、警察、被害者支援関係機関・団体等で構成する協議会を開催し、犯罪被害者等支援に向けた

取組みについて検討（平成１０年度～）

・平成１８年１０月より、協議会の会員を従来の１７機関・団体から３２機関・団体に拡充するとともに、警察

本部警務部と県安全環境部が共同事務局として協議会を運営

・平成１９年２月、協議会の運営を円滑に行うため、主要８機関・団体で構成する実務担当者会議を設置

福井県犯罪被害者等支援連絡協議会の機能強化福井県犯罪被害者等支援連絡協議会の機能強化

県内市町との連携の促進県内市町との連携の促進

（１）関係機関の連携

県の被害者支援関係部局との連携県の被害者支援関係部局との連携
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（２）相談および情報の提供

犯罪被害者等総合相談窓口の設置犯罪被害者等総合相談窓口の設置

・平成１８年６月１日、生活安全課内に「犯罪被害者等総合相談窓口」を設置し、被害者やその家族・遺族

からの相談対応および情報提供を実施

・相談実績（平成１８年６月～平成１９年３月） １０件（うち２件で面接相談を実施）

・窓口紹介リーフレットの作成・配布（２，０００部）

犯罪被害者相談に対する県の相談窓口の周知犯罪被害者相談に対する県の相談窓口の周知

・県のホームページで、警察、福祉、住宅、労働、交通事故等の相談に対応する関係相談機関に関する

情報を掲載し、広く県民に周知

（３）県民の理解増進

・警察や民間支援団体等との連携を図りながら、「県民公開講座」の開催協力、犯罪被害者等支援に

関するパネル展の開催、新聞を活用した広報等を実施

犯罪被害者週間を中心とした啓発の実施犯罪被害者週間を中心とした啓発の実施

（４）個別分野における施策の推進

・女性･･･県内各地域における配偶者暴力被害者支援センターの設置（８ヶ所）、DV被害者の県営住宅
への優先入居 等

・子ども･･･２４時間相談対応の実施（１ヶ所）、要保護児童対策地域協議会の全市町での設置促進 等

・高齢者･･･地域高齢者権利擁護推進会議の設置、「高齢者虐待防止の手引き」の作成 等

・精神保健･･･精神保健福祉センター等でのカウンセリングの実施、市町精神保健担当課長会議の実施 等

・医療･･･性犯罪被害者に対する適切な治療の実施 等

・その他･･･人権、交通事故、労働、住居等の問題に対する相談対応 等 6



市町において特に取組みをお願いしたい事項
（１月２９日の市町担当課長会議において説明）

１１ 関係機関の連携強化関係機関の連携強化

・犯罪被害者等支援関係課等で構成する連絡会議の設置

・警察署単位の被害者支援地域ネットワークへの参加、協力

２２ 相談および情報提供体制の整備・充実相談および情報提供体制の整備・充実

・市町における被害者相談窓口の整備、市町の相談窓口リストの作成

・国や県等が作成した被害者支援のための資料やパンフレット等を、市役所、町役場や市町の

相談機関等に設置

・「犯罪被害者等支援ハンドブック」市町版の作成、配布（国の検討会の動向を踏まえて）

３３ 県民の理解の増進県民の理解の増進

・県や被害者支援団体が実施する啓発事業への参加・協力

・市町の広報紙やＣＡＴＶなどの広報媒体を活用した住民への啓発

４４ 居住の安定居住の安定

・犯罪被害者等の市（町）営住宅への優先入居措置の導入

５５ 人材の育成人材の育成

・国や県が実施する研修への市町相談職員等の参加
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４ 今後の取組み予定

関係機関の連携強化関係機関の連携強化
・県犯罪被害者等支援連絡協議会をはじめとする関係会議の計画的な開催

福
井
治
安
向
上
プ
ラ
ン
（
平
成
１
９
〜
２
０
年
度
）

犯
罪
被
害
者
等
基
本
法
、
基
本
計
画

市町との連携の一層の強化
・市町担当課長会議等を通じた理解増進
・市町が具体的取組みを進める際の助言や情報提供 等

相談・情報提供の充実相談・情報提供の充実
・犯罪被害者等総合相談窓口の利用促進
・市町や関係機関が一体となった情報提供体制の推進

県民の理解増進県民の理解増進
・新 「犯罪被害者等支援ハンドブック」を作成し、県民および支援に携わる

相談員等に配布（→予算要求中）
・ 新県民の理解増進を図るための啓発事業の実施（→予算要求中）

人材の育成人材の育成
・新県・市町の相談機関職員、医療・教育関係者、民間相談員等を対象と

した研修会の開催（→予算要求中）

その他その他
・保健医療、福祉、住宅、労働、教育など、関係部局が行う支援策の推進
・警察や民間団体等が行う被害者支援策に対する協力
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平成１９年度のスケジュール（案）

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

県
犯
罪
被
害
者

等
連
絡
協
議
会

県

市

町

備

考

●
県
２
月
議
会

●
県
当
初
予
算

●
国
最
終
報
告

●
県
９
月
議
会

●
国
中
間
報
告

●
県
６
月
議
会

●
県
６
月
補
正

実
務
担
当
者

会
議 第

１
回
連
絡
協
議
会

関
係
課
（
室
）
長

連
絡
会
議

市
町
担
当
課
長

会
議

犯
罪
被
害
者
週
間
（
各
種
啓
発
事
業
の
実
施
）

実
務
担
当
者

会
議
（
適
宜
）

関
係
課
（
室
）

連
絡
会
議

実
務
担
当
者

会
議

関
係
課
（
室
）

連
絡
会
議

第
２
回
連
絡
協
議
会

市
町
担
当
課
長

会
議
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５ 本県における課題

１ 県民の理解増進に向けた方策

・耳目を引くような大事件が発生していない中で、いかに県民の関心を

高めていくか。

・総合相談窓口の利用促進（窓口の周知等）

２ 真に支援を必要としている被害者に関する情報共有のあり方

・警察や関係相談機関が有する情報を、どのように交換し、被害者の

人権を侵害しない範囲でどのように活用していくか。

３ 民間支援団体への支援

・経済的支援のあり方

・その他の支援（事務所の確保など）
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